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第 2 章 大気質 
第 1 節 大気汚染指数からみた中国の大気汚染の状況と評価のあり方に関する一考察 










第 2 節 詳細な時系列データを用いた大気汚染の原因分析の試み 
 中国各都市における PM2.5の濃度が極めて高いことを明らかになった問題は、改めて大気汚
染が注目されるきっかけとなったが、PM2.5の生成メカニズムはまだ十分に解明されていない。
そこで、従来指摘されてきた PM2.5の固定発生源と移動発生源の 2 つの概況と対策をレビュー
しつつ、PM2.5などの汚染度合いを評価する指標として、API や AQI といった「環境ビッグデ
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第 2 節 旧排汚費制度の汚染削減インセンティブの計測 







第 3 節 地域間格差からみた現行排汚費制度の政策評価 
 有力な先行研究の追試として、現行の（2003 年以降の）排汚費制度を対象とする政策効果
分析を行った。中央政府が定める課徴率は一定であっても、地域ごとに政策効果に違いが出














































 はじめに、問題の喫緊性を 1991 年から 2013 年の中国と主要国（日本、米国、EU、インド）
の各種指標を経年変化で表した図表 1-1 によって説明する。 
 エネルギー使用総量（左上の絶対量）は、各国の横ばい傾向に対して 21 世紀に入ってから
の中国の右肩上がりが際立ち、2009 年の米中逆転以降も変わっていない。これは中国の世界
最大のエネルギー使用国となったことを意味する。直近の 2013 年に中国は米国の約 1.5 倍を
使用している。 
 また、GDP 当たり CO2排出量（右上の原単位）は、気候変動問題に伴う世界的な省エネ機運
とも相まって、全ての国が右下下がりの傾向を示す。もともと CO2排出削減の限界費用が低い
中国では、90 年代に急速な低減が観測されるものの、直近 10 年は頭打ちの傾向がみられる。 
 続いて 1 人当たり GDP（左下）は、中国の右肩上がりの傾きは大きいものの、人口規模の
大きさゆえ、豊かさの水準としては 1 万ドルを超えた水準であり、米国の 5 分の 1、日本・
EU の 3 分の 1 程度である。これが、国際舞台で「中国はなお発展途上国（として、気候変動
などの地球環境問題は先進国の責任である）」と主張する根拠となっている。 
 さらに同じ 1人当たり指標でも、こと CO2排出量（右下）においては、2011 年に EU を逆転
し、日本に接近しつつある。 
 2015 年末の COP21 では、気候変動問題に関する新たな国際枠組み（パリ協定）が合意され
た。この協定のもとで日中両国或いは米国を含む全ての主要排出国が、温室効果ガスの削減








                           
1 2015 年の名目 GDP は 68.55 兆元で、米国に次ぐ世界第 2位の水準である。 






図表 1-1 中国と主要国の経済規模、エネルギー指標の経年比較（1991～2013 年） 
 
（注）エネルギー使用量については、筆者が人口を乗じた総量に換算。 







































































































































































































































































ク』が 2005-2006 年版以降、2011-2012 年版までこれまでに 4 巻刊行されている（中国環境


















ル）の 3 つに絞り、ケーススタディの積み重ねから、現状への接近を試みる。 
                           
3 日本の環境基本法に相当する同法は、1979 年に試験的に施行され、89 年より正式に施行された。今般の法改正
は、その 89 年以来、初めての全面的改正となった（染野（2014））。 























 本研究は、次のとおり構成する。本第 1 章のこの後に続く節では、中国の環境問題の現状
と課題を整理するため、大気質、水質、廃棄物の情況と政策制度をマクロ的にレビューする。 




 第 3 章では、中国における代表的な環境政策の 1 つである汚染排出課徴金制度（排汚費）
を取り上げる。排汚費は 80 年代から徴収されており、環境経済学では途上国における経済的
手段の稀少な実施例として取り上げられ、その政策評価をめぐる学説は賛否が分かれている
ところである。制度は 2003 年に大幅な制度変更がなされたことから、第 1節を旧制度、第 2
節を現行制度と分け、異なる分析方法を用いてその評価を行う。 






















































傘下の国際がん研究機関（IRAC）は 2013 年 10 月、PM2.5をはじめとする大気汚染物質が発が
ん性を有すると認定している。PM2.5は 2008 年に新築された在中国米国大使館が北京五輪前か
ら独自に敷地内の計測値の公表を始めたことで注目を集めるようになったことでも知られる。 
 環境保護部と国家質量監督検験検疫総局は、2012 年 2 月、新たに PM2.5など濃度を評価対象
に加えた「環境空気質量標準6」を定めたが、この基準では PM2.5の 24 時間平均濃度の上限は
75 ㎍/m3、年平均濃度は同 35 ㎍/m3である7。 
 図表 1-3 は、近年の北京市における PM2.5月平均濃度（米国大使館計測値）と基準超過日数
を集計したものである。これによれば、北京市では、24 時間平均濃度の上限はおろか、年平
均濃度すら一月も達成したことがないことがわかり、問題の深刻さをうかがわせる。2013 年
1 月 12～13 日の 2日間、北京では PM2.5濃度がそれぞれ 568、416 ㎍/m3（日平均値）と最悪レ
ベルに達している。ここ数年の年平均濃度は徐々にではあるが低減のトレンドを示しつつも
直近の 2015 年の年平均値は依然 82.6 ㎍/m3であり、年平均値の 2 倍以上であるのが現状であ
る。さらに上記の基準値を踏まえて集計すると、24 時間平均濃度が 75 ㎍/m3を超過した日数





                           
5 『環球時報』2013 年 1 月 14 日 
6 大気汚染に係る環境基準を指す。 
7 GB3095-2012、2016 年 1 月より実施されている。 
10 
図表 1-2 北京市中心部における大気汚染状況の対比写真 
 




図表 1-3 北京市における PM2.5平均濃度と「環境空気質量標準」上限の超過日数 
 




 2014 年 3 月の全国人民代表大会（全人代）での呉暁青・環境保護部副部長（当時）の記者




年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
1月 N/A 90.4 44.9 118.9 193.4 118.8 107.9 1月 N/A 12 5 15 24 20 18
2月 65.4 97.2 150.3 80.6 123.6 174.6 96.7 2月 5 19 17 13 17 20 14
3月 80.4 94.1 57.5 96.5 123.4 110.5 89.1 3月 12 13 8 16 18 17 17
4月 87.1 80.1 91.7 87.8 65.8 95.1 78.9 4月 17 14 17 14 10 17 12
5月 84.0 87.1 65.1 91.0 85.2 72.2 60.1 5月 12 18 9 19 16 15 8
6月 96.8 109.0 108.8 96.6 111.5 59.0 54.4 6月 18 22 20 19 20 7 11
7月 105.8 123.4 107.4 80.6 68.8 89.6 55.1 7月 21 23 20 16 12 16 8
8月 107.4 97.7 103.7 81.2 61.9 62.8 44.6 8月 25 20 22 13 11 12 4
9月 108.7 122.8 95.0 59.8 90.9 70.3 46.8 9月 21 17 15 10 16 11 7
10月 92.8 118.8 145.6 95.0 106.6 140.7 72.4 10月 19 14 18 15 14 19 9
11月 155.1 138.4 109.4 87.4 90.7 104.2 124.8 11月 17 16 16 14 13 15 17
12月 109.0 97.1 108.7 109.2 98.5 78.6 161.7 12月 17 13 17 16 14 12 20
平均 101.8 104.0 99.1 90.2 101.7 97.7 82.6 合計 184 201 184 180 185 181 145
11 
都市で PM2.5が基準値を上回った。調査した全 74 都市の年平均値は 72 ㎍/m3で上記の年平均濃
度基準（同 35 ㎍/m3）の約 2 倍を記録し、基準を満たしたのはチベット自治区の区都ラサな
ど 3都市にとどまった。環境汚染が深刻な地域としては、京津冀（北京市、天津市、河北省）、
広東省など珠江デルタ地帯、上海市など長江デルタ地帯が挙げられている。環境保護部が毎





GDP の 1.2％に相当すると指摘している。さらに中国 500 都市のうち、WHO が推奨する大気環
境基準に適合する都市は 1％に満たず、世界の大気環境ワースト 10 都市のうち 7 都市が中国





の発表によると、13 年に北京を訪れた観光客は前年比 10.1％減の約 450 万人、うち日本から




















                           
8 この経過は、「第 2章第 1 節 1. 新たな大気汚染」で取り上げる。 
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2.1 政府活動報告に基づく 2016 年の施策 
 このような喫緊の課題に対して、当然中国政府も静観しているわけではない。2016 年 3月

















 自動車用ガソリンの「国 59」を全面的に普及。「黄標車10」や旧型車を 380 万台廃棄。重
点地域で大気汚染共同対策を実施。 
                           













2013 年 9 月、「大気汚染防止行動計画」を発表し、2017 年までの 5 年間で PM2.5の濃度を京津




 地区級以上の都市における PM10の濃度を 10％以上低減。 
 北京市の PM2.5濃度を 60 ㎍/m3に抑制。 
 2005 年以前に登録された「黄標車」の淘汰（2017 年に全国で「黄標車」を全廃）。 
 鉄鋼、セメント、板ガラスなど 21 重点産業の旧式生産設備廃棄を加速。 
 工業付加価値当たりエネルギー消費を 20％程度低減。 
 国家全体でエネルギー消費総量に占める石炭の比率を 65％以下に低下。 






 国家発展改革委員会は、自動車燃料の品質向上対策としてガソリン 1 トンあたり 290 元を
値上げし、PM2.5などの大気汚染財源に充当することを発表した。 
 工業信息化部では、2013 年 4 月の段階で自動車の燃費・排ガス規制を日本や欧州並みとす
る規制を導入し、20 年までに平均燃費を 5 割向上させ、CO2排出量を 3 割に抑制する方針を打
ち出した。 
 北京市政府は、この行動計画に基づき、同日（9 月 12 日）に「北京市 2013～2017 年クリ





 さらに 2014 年 1 月、環境保護部と全国 31 省市区は、「大気汚染防止目標責任書」の改善目
標に調印している（図表 1-5 参照）。 
 




3. 本研究（第 2 章）の目的と到達課題 
 
 中国の大気汚染を巡っては、事態の深刻さはもとより、現状認識のための様々な形で情報
公開が進んでいる。例えば、2000 年から全国 42 都市における大気汚染指数（Air Pollution 
Index：API）を毎日、環境保護部や各自治体など政府機関がウェブサイトからオンラインで
公表している。公表データは 2014 年 1 月から AQI に名称変更され、各都市の 1時間単位のモ
ニタリングデータが指数に換算され、公表されるようになっている。 
 API など大気質に関わる公表データを活用した実証研究も盛んに行われている。例えば、





年）の北京市内の AQI を局所的及び地域的な視点から統計的に分析し、AQI を大気質評価手
法の開発に活用している（Chen et al. 2016）。 
 API や AQI などの大気質情報が採用・公開されることによって大気汚染の実態がより市民
にわかりやすくなり、社会的な関心が高まったことは事実である（Liu et al. 2001）。しか
しながら、大気汚染の原因を政府外部にいる研究者が明らかにすることはできない。本研究
は、そうした問題点を実際の API の詳細データの分析を通じて実証する（第 2章第 1節）。 
 また、日本の環境省（2013）によれば、「PM2.5については、環境基準の達成率が低く、原因
物質とその発生源が多岐に渡り、生成機構も複雑で未だ十分に解明されていないことから、
                           



































である 2014 年版から、全国の水資源の現況をマクロ的に俯瞰したものである。 
 2014 年の全国の降水量は 5.5 兆 m3で、このうち、地表水と地下水の合計から重複量を差し
引いた「水資源量」は 2.7 兆 m3である。この約 5分の 1に相当する 6,000 億 m3が使用されて
おり、これを供水の側面から内訳をみると、地表水が 8 割、残りの 2 割は地下水となってい
る。用水の観点からは、生活用 1割、工業用 2 割、農業用 6割である。 
 図表 1-6 右上の囲みのデータによれば、汚水排出量は 771 億トンで、用水の 1 割以上が汚
水となっている。都市部 1 人当たり生活用水量が 213ℓ/日であるのに対し、農村は半分以下
の 81ℓ/日に過ぎず、都市部での原単位の高さがうかがえる。それでも日本の 300ℓ/日と対比
すれば 3 分の 2 程度の水準に過ぎず、これは日本の水資源が豊かであるというよりは、中国
の水不足の表れと考えられる。 




を分析すると、国外から中国に流入する水資源は 187 億 m3であるのに対し、国外へ流出する

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 中国の水質環境基準は、最も良好なⅠ類から農業用水としてなら利用可能なⅤ類まで 5 分
類があり、Ⅴ類にも達しない「劣Ⅴ類」まで 6段階で水質の評価がなされている（藤倉 2008）。
この水質分類に基づく調査結果も『中国水資源公報』にて毎年公表されている。 








図表 1-8 は、河川の水質に着目して、『水資源公報』より収集可能な 1998～2014 年（17 カ
年）の水質などを経年変化として整理したグラフである。Ⅰ類はプロット期間を通じてほぼ
4～5％をほぼ横ばいに推移しているものの、Ⅱ類は 2010 年頃までは 30％弱で推移していた





図表 1-7 中国の河川・湖沼・ダムの水質分類（2014 年） 
（出所）『2014 年中国水資源公報』より筆者作成。 
14 COD は化学的酸素要求量、BOD は、5日後の値を評価した生物化学的酸素要求量（BOD）を指す。 
ダム
661カ所













Ⅴ類  主として農業用水区及び一般景観要求水域 4.7%



































水に関しては、2015 年 4 月に国務院が「水汚染防止行動計画」を公布したところであり、こ
れが水質に関して現時点で最も代表的かつ総合的な政策となっている（概略は図表 1-9参照）。 
 本計画は、前年に打ち出した「大気汚染防止行動計画」に次ぐ環境対策の第 2 弾と位置付
けられ、2020 年までに全国の水質を段階的に改善し、2030 年に全面的な改善を目指す目標を
掲げているものである。本計画は大気汚染のそれと同様、全 10 条から成り、一般にはそれぞ
れ「大気十条」「水十条」と呼称されている。ちなみに 2016 年には「土十条」も公布された。 
 図表 1-9 のとおり、水十条では全般の数値目標が設定され、長江、黄河など 7 大河川流域
で、Ⅲ類以上の割合を 2020 年までに 70％以上、2030 年までに 75％以上へ引き上げるとして






2013 年比でそれぞれ 35％、30％以上抑制する方向性を示している。 
 企業や地方政府への監督管理もこれまで以上に厳格化され、各地域（省）の水質や、水質

















































































































































3. 本研究（第 3 章）の目的と到達課題 
 
 水資源をめぐる問題は広範かつ多岐にわたるが、中国で目下、重点課題の 1 つである「水
不足」についてはここでは取り上げないため、いくつかの先行研究をレビューしておく。 
 中国の水資源総量は世界第 6 位であるが、人口が多いため 1人当りの水資源量は約 2,100m3
と少なく、世界平均の 5 分の 1 に過ぎない（アジア水環境パートナーシップ 2015）。都市の
約 3 分の 2 で水不足が生じており、110 都市以上で切迫した状況となっている（MWR 2011）。





























































図表 1-10 都市と農村別の 100 世帯当たり家電保有台数（1990～2014 年） 
 
（注）都市部（左グラフ）の囲みは「以旧換新（2009 年 6 月 1 日から 1 年間）」、農村部（右グラフ）
の囲みは「家電下郷（開始から終了までの４年間の時期は地域によってばらつきがある）」の対象
期間を示す。 




ため16、ここでは杜（2015）のデータを引用しつつ、2014 年の資源回収量を図表 1-11 に示し、
主な廃棄物の回収状況などを考察する。 
 鉄鋼は最もメジャーな再生可能資源の 1 つであるが、生産に対する 2割弱が回収されてい
る。前年比でほぼ横ばいの回収量であるが、これは鉄スクラップ価格の相場にも左右されて
いるものと考えられる。 
 非鉄金属について、杜はもう少し詳しい内訳を示しているので補足すると、銅が 135 万ト
ン、アルミ 370 万トン、鉛が 160 万トン、亜鉛が 133 万トンである。 
 プラスチックは、前年比伸び率が 46％と回収が加速している再生資源であり、4割弱の回
収率となっている。 
 廃紙の回収率は 1/3 程度にとどまっている。政策や市民のリサイクル意識の高まりにより
今後の回収率はより高まるものと推定される。 
 廃家電は、回収量の内訳も示しているが、次項で詳しく説明する政策が軌道にのれば、今
後の回収率はより向上するものと思われる。ちなみに、2014 年時点では 3 割弱に過ぎない。 
 最後に電池であるが、ほとんど回収が進んでおらず、これには技術的課題や回収方法、廃
棄する側の意識など、様々な要因が考えられ、中国でも検討課題の 1 つとなっている。 
 






























































の 13％分が家電購入者に支払われる。2007 年 12 月から、まず山東省、河南省、四川省、青
島市の 4 地域で試行が始まり、2011 年 11 月 30 日（4年間）で終了した。同様に、2012 年 11
月や 2013 年 1 月から始まった地域もある。これらも施行から 4 年間を経て、既に終了してい
る。なお、報道によれば、2007 年 12 月から 2012 年 10 月末までの、家電下郷商品累計販売
台数は 2億 8,300 万台、家電下郷商品の累計販売総額は、6,811 億元に達している17。 
 「以旧換新」は、直訳すると「旧いものを新しいものに換える」、買い替え需要促進策であ
り、2009 年 6 月 1日から 1年間、都市部の消費者を対象に、製品を買い替えた際に補助金を
支給していた制度である。本制度では、まず古い家電製品を政府指定の回収事業者に下取り
してもらい、制度への参加証明書を受け取る。証明書は次に対象製品を購入する際に購入代
                           




万トン 82,270 15,230 1.0
万トン 4,417 1,153 7.5
万トン 7,388 2,825 46.4
万トン 11,800 4,400 0.5
万個 56,200 1,000 60.0
万台 47,692 13,583 10.8
 テレビ 万台 5,860
 冷蔵庫 万台 1,332
 洗濯機 万台 1,420
 エアコン 万台 1,961
 パソコン 万台 3,010
万台 15,447 220 12.4
万隻 193 -22.4
万トン 2,500 855 0.7

















 中国では、第 11 次五カ年計画（2006～2010 年）で資源節約型・環境配慮型社会建設が提
起され、資源節約の喫緊性や環境保護意識の高まりを背景に、3R（Reduce、Reuse、Recycle）
などの循環型社会（以降、中国式に循環経済と称す）に本腰を入れ始めた。 







 循環経済促進法の施行を受けて 2009 年 2 月に公布された「廃棄家電電子製品回収処理管理







与えることなどが明記されている（DOWA ホールディングス・DOWA エコシステム 2010）。 









                           





図表 1-12 中国と日本の家電リサイクル法の比較 
 
（注）日本では、「資源有効利用促進法」によりパソコンのリサイクルが規定されている。 
（出所）蘇州同和資源綜合利用有限公司ヒアリング（2014 年 12 月 25 日）。 
 
2.4 循環経済発展戦略短期行動計画 
 大気質（第 1 章第 2 節）や水質（第 1 章第 3 節）でそれぞれレビューした個別の行動計画
が、廃棄物分野でも 2013 年 1 月に「循環経済発展戦略短期行動計画」として策定されている。
本行動計画は、8章 45 節（中国語で 2万 7,000 字）から構成され、全体目標として、2015 年
















                           




 2011年1月　主要都市部から順次  2001年4月　全国一斉




 申請者  各家電処理プラント
 家電メーカー（各家電プラントへの
 委託を含めたシステム全体を申請）
 認可者  市レベルの環境保護主管部門  環境省・経済産業省
 エアコン ○ ○
 テレビ ○ ○
 冷蔵庫 ○ ○


















2.5 第 13 次五カ年計画と最新の政策 
 2016 年 3 月に公布された「第 13 次五カ年計画（2016～2020）」では、「第 43 章：資源節約・
集約利用の推進」に、「第 5節：循環経済の大々的発展」が言及されている20。 
















指標 単位 2010年 2015年
伸び率
（％）
 主要資源産出率（伸び率） ％ － － 15
 エネルギー産出率（伸び率） 万元/TCE 1.24 1.47 18.5
 水資源産出率（伸び率） 元/m3 66.7 95.2 43
 建設用地の土地産出率伸び率 ％ － － 43
 資源循環利用産業の総生産額 兆元 1.0 1.8 80
 鉱産資源の総合回収率 ％ 35 40 [5] 
 鉱石・共生鉱物の総合利用率 ％ 40 45 [5] 
 工業固体廃棄物の総合利用量 億トン 16.18 31.26 93
 工業固体廃棄物の総合利用率 ％ 69 72 [3] 
 主要再生資源の回収利用総量 億トン 1.49 2.14 43.6
 主要再生資源の回収率 ％ 65 70 [5] 
 非鉄金属の総生産量に占める主要再生非鉄金属の割合 ％ 26.7 30 [3.3] 
 農業灌漑用水の有効利用係数 － 0.50 0.53 6
 工業用水の重複利用率 ％ 85.7 >90 [>4.3] 
 都市部の汚水処理施設の再生水利用率 ％ <10 >15 [>5] 
 都市生活ゴミの資源化利用比率 ％ － 30 －
 農作物の茎の総合利用率 ％ 70.6 80 [9.4] 








 具体的には、2020 年までに、主要資源の産出率を 2015 年比 15％増に引き上げ、国家級園






































年 1 月 12 日の北京では PM2.5濃度が 568 ㎍/m3（日平均値）に達している22。 
 日本で観測される PM2.5も相当部分が中国に由来していると考えられ、国内で関心が高まっ
た。日本国内で測定される 2013 年度の PM2.5濃度は 2011 年度や 12 年度に比して著しく高い
という状況ではなかったが、連日、PM2.5 の報道がなされた。日本の環境省は世論の高まりを
受けて、「PM2.5に関する注意喚起のための暫定的な指針」を 2013 年 4 月に発表した。 










2000 年から全国 42 都市における大気汚染指数（Air Pollution Index：API）を毎日環境保
護部のウェブサイト上などで公表している。杉本（2008）は、このデータをもとに大気環境
動態を明らかにしている。 
 API は現在では大気質指数（Air Quality Index：AQI）に変更されているが、大気汚染状
                           
22 第 1 章からの再掲となるが、環境保護部と国家質量監督検験検疫総局は、2012 年 2 月、新たに PM2.5濃度を評価
対象に加えた「環境空気質量標準（環境基準）」を定めた。この基準では 24 時間平均濃度の上限は 75 ㎍/m3、年平
均濃度は 35 ㎍/m3である（GB3095-2012、2016 年 1 月より実施されている）。これからも 2013 年 1 月 12 日の 568
㎍/m3の深刻さがうかがえる。 
23 中国汽車工業協会によれば、2015 年は 2,459.76 万台（乗用車 2,114.63 万台、商用車 345.13 万台）が販売（出
荷）されている。『中国統計摘要 2016』によれば、保有台数は 1億 6,295 万台（前年比 11.6％増）に達している。 








 本節は以下のとおり構成する。はじめに、中国 API の定義とその変遷を米国 AQI と比較し
ながらレビューする。続いて、公開されているデータをもとに、大気汚染の現状を解析し、
諸都市では必ずしも大気汚染が改善されているという状況にはないことを示す。最後に、大
気汚染情報としての API の意義と課題について考察する。 
 API が採用・公開されることによって大気汚染の実態がより市民にわかりやすくなり、社







2. API の定義 
 
 API の算出はまず図表 2-1 で示された各大気汚染物質（粒子状物質（PM10）、SO2、二酸化窒
素（NO2）、一酸化炭素（CO）、オゾン（O3））の API を求めるところから始まる。ここでは、そ
れを「物質毎 API」と呼ぶことにする。濃度は、PM10、SO2、NO2については、前日の正午から








 物質毎 API は大気中濃度の直近上下の転換点から比例配分の形で算出される。例えば、PM10
の濃度が 0.200mg/m3のとき、PM10の API は直近の転換点 0.150mg/m3（API=100）と 0.350mg/m3
SO2 NO2 PM10 CO O3
日平均 日平均 日平均 時間平均 時間平均
50 0.050 0.800 0.050 5 0.120
100 0.150 0.120 0.150 10 0.200
200 0.800 0.280 0.350 60 0.400
300 1.600 0.565 0.420 90 0.800
400 2.100 0.750 0.500 120 1.000




（API=200）から次式で得られる。ただし、API の上限は 500 であり、濃度実測値がこの転換




 このようにして得られた物質毎 API のうち最大の値がその日の API となる。また、最大値
を示した物質は主要汚染物質と呼ばれる。API に対応する汚染状況を図表 2-2 に示す。これ
により、市民は大気汚染の現状を 6 段階の色で容易に知ることができる。 
 




 API の定義は、しばしば変更される。2000 年の時点では汚染物質は浮遊粒子状物質（TSP、
概ね PM10に相当する）、SO2と NO2の 3 種類だけであった。2012 年 2 月 29 日、環境保護部は API
を改正し、新たに AQI として、その技術規定を定めた（2016 年 1 月 1 日実施予定）。AQI では
PM2.5の 24 時間値が新たに設けられたほか、SO2、NO2、CO については 24 時間値と 1 時間値の
両方が、O3については 1 時間値と 8 時間値が項目になった。また、物質毎 API の 50、100、200
に対応する転換点は古い環境基準（空気質量標準、GB3095-1996）であったが、AQI では厳し
くなった新しい環境基準（GB3095-2012）が用いられている。ただし、PM2.5の物質毎 AQI を米
国と比較すると、物質毎 AQI 50、100、150 の転換点は米国が、12、35、55 ㎍/m3であるのに





                           
25 環境基準の 1 日平均値は、WHO 指針が 25、日本と米国が 35、中国が 75 ㎍/m3である。 
26 健康影響を基本に設定している大気環境基準は本来、地域に関わらず同一であるべきである。例えば日本では、









0～50 緑 0～0.05 優
51～100 黄 0.05～0.15 良
101～150 橙 0.15～0.25 軽微汚染
151～200 赤 0.25～0.35 軽度汚染
201～300 紫 0.35～0.42 中度汚染




 政府（環境保護部）は 2000 年 6 月から 2013 年 12 月末までの API データを公表している。
それ以降は AQI へ引き継がれており、API と AQI のいずれも毎日の指数が、その日に最も物
質毎 API が高かった主要汚染物質名（PM10、SO2、NO2）などとともに環境保護部ウェブサイト
から閲覧可能である（http：//datacenter.mep.gov.cn/）。 
 本研究では、上記サイトから 12,703 ページにわたる 381,050 レコードをダウンロードし、
これらを 120 都市×4,957 日（約 13 年間、2000 年 6 月 5 日～2013 年 12 月 30 日）のデータ
セットに整理した。APIデータの公開は42～47都市から始められたが（2000年 6月 5日～2004
年 6 月 3 日）、その後、84～86 都市になり（2004 年 6 月 4日～2011 年 2 月 10 日）、最終的に
は 120 都市（2011 年 2 月 11 日～2013 年 1 月 14 日）にまで拡大した。しかし、理由は不明な
がら最後の 1 年間（2013 年 1 月 15 日～12 月 30 日）は 60 都市あまりしかデータが提供され
なくなった。そして、2014 年以降は API に代わって AQI が公開されている。 
 ここでは、これら API データの中から、連続性を伴いつつ多くの都市のデータを長期的に
確保できる 2004 年 6 月 4 日～2012 年 12 月 31 日の約 8 年間×84 都市を分析対象とする。具








4. API 解析による汚染の状況 
 
4.1 主要汚染物質の構成 
 前述のとおり PM10、SO2、NO2、CO、O3の物質毎 API の中で最大値が API となり、その値を示
した物質が主要汚染物質と呼ばれる。主要汚染物質は、PM10 が全体の 71.3％を占めており、
省区 都市 省区 都市 省区 都市 省区 都市 省区 都市 省区 都市 省区 都市
鞍山 済寧 合肥 広州 成都
撫順 泰安 南京 蕪湖 深圳 綿陽
石家荘 吉林 長春 日照 蘇州 福州 珠海 瀘州
秦皇島 ハルピン 鄭州 南通 アモイ 汕頭 徳陽
太原 チチハル 開封 連雲港 泉州 韶関 貴州 貴陽
大同 牡丹江 平頂山 揚州 南昌 湛江 昆明
陽泉 済南 甘粛 蘭州 鎮江 九江 南寧 曲靖
長治 青島 青海 西寧 杭州 武漢 柳州 玉渓
フフホト 淄博 銀川 寧波 荆州 桂林 チベット ラサ
赤峰 棗荘 石嘴山 温州 長沙 北海 西安
瀋陽 煙台 ウルムチ 湖州 常徳 海南 海口 宝鶏

























API の高低は主に PM10による汚染の程度と捉えることができる。SO2のシェアは 7.0％と PM10
でこれに続き、NO2は南方でわずかに観測されるに過ぎず全体の 0.1％と少なく、CO や O3は出
現しない。 





 公表されている API は一日平均値である。本研究ではまず、全体的傾向を把握するため、
月別の算術平均値を求め、都市ごとの傾向を分析した。 






 第 1 に、冬季の API の高まりが東北地方を中心に顕著であり、暖房需要などの熱供給や練
炭など家庭内化石燃料の燃焼などが PM10排出に寄与していると考えられる。Liu et al.（2001）
なども「暖房使用期の汚染は非暖房使用期より著しい」と指摘している。 
 第 2 に、4 月には北西部を中心とする都市でピークがあり、杉本（2008）が指摘している
ように、春季に最も多く発生する黄砂の影響が強いと考えられる。 




図表 2-4 北京、蘭州、広州の月平均 API の推移 
 
（出所）筆者作成。 
                           
27 中国の環境 NGO である「自然之友」が発表した『中国環境発展報告 2013』によれば、蘭州市は 2012 年大気環境















































































































































































































































































































































































































 図表 2-5 に、冬季に高濃度の汚染がみられる北方都市の通年、冬季（各年 1～2 月及び 11
月～12 月）、4月における最大値の 2004 年から 2012 年までの経年変化を示す。これらの都市
ではかなり高い API が継続的に観測されていて、最大値でみる限り大気汚染は必ずしも改善
状況にはないといえる。図表 2-5 には、分析対象 84 都市の中から典型的な傾向が表れてい
る都市をピックアップしているが、天津、フフホト、ハルピンを除く多くの都市では冬季に
「API 最大値（500）の振り切れ」を経験していることがわかる。また、4 月にも 500 に振り
切れている都市も多く、黄砂の強い影響をうかがうことができる。 
 




 図表 2-6 は、2012 年における API 最大値を空間分布として地図上にプロットしたものであ
る。地図は都市レベルに細分化しているので、その濃淡が 2012 年における都市別の API 最大
値の高低を直接的に示している。ここからも、API で 200 を超えるような重度の汚染はほと
んどが北方で発生していることがわかる28。 
  
                           











北京 天津 石家荘 大同 フフホト ハルピン 蘭州 ウルムチ
年最大値 冬季最大値 4月最大値
35 






















のであれば、API や AQI と並べて、各物質濃度の測定値も公表することが望ましい。 



































































































































1. API と AQI 
 
 本節では、前節で取り上げた大気汚染指数（Air Pollution Index: API）から引き継がれ






のと考えられる。北京市の濃度のピークは 2013 年 1 月であり、この過去最悪のスモッグが盛
んに報道されたことは記憶に新しい。グラフからは、各年ピークの冬季を除けば、近年のわ
ずかな右肩下がりの傾向もうかがえる。環境基準とも対比してみると、2012 年 2 月に改訂さ
れた中国の環境基準は、日米や WHO の指針よりも緩いものとなっている。その緩い基準であ
っても、実測濃度は、中国の日平均値環境基準である 75 ㎍/m3を恒常的に上回っていた。 
 

































































































 そこで本節では PM2.5発生の問題を中心に取り上げ、はじめに従来指摘されてきた PM2.5の固
定発生源と移動発生源の 2つの概況と対策をレビューする。続いて PM2.5などの汚染度合いを
評価する指標として、API や AQI といった「環境ビッグデータ」の適用可能性について再検










 北京市当局は 2013 年 1 月 14 日、PM2.5の指数が最悪レベルに到達したことを受け、58 企業
の操業停止、41 企業の減産を命令した。さらに 1 月 29 日には操業停止企業を 103 社まで拡











2016 年 4 月に国家能源局が発表した「2016 年エネルギー業務指導意見」では、2016 年に見
込まれる 43.4 標準炭換算億トンのエネルギー消費量のうち、非化石エネルギー消費の比率を
13％に向上、天然ガス消費の比率を 6.3％に向上、さらに石炭消費比率を 63％以下に低下さ
せることなどが盛り込まれている。2013 年の天然ガスの国内生産量は 1,168 億 m3であるのに





















るが、現行の排ガス規制「国 3」（ユーロⅢ相当、硫黄分 150ppm）より 3倍厳しい「国 4」（ユ
ーロⅣ相当、50ppm）を導入すると、製油所などに 500 億元ともいわれる設備投資が必要とな
る。 
 しかし、市民の不満の拡大をうけ、国務院は 2013 年 2 月、自動車燃料の品質基準を段階的
に引き上げる方針を決定した。現行の「国 3」に対し、「国 4」を 2014 年末までに全国で実施
し、さらに欧州の排ガス規制「ユーロⅤ」に相当する「国 5」（10ppm）を 2017 年末までに義




3. AQI の定義と PM2.5濃度との代替性 
 
 前節で分析した API は 2014 年 1 月から AQI に名称変更され、1 時間単位のデータが公表さ
れるようになっている。現在、367 都市の 1 日毎と 1 時間毎の AQI が公表されており、環境
保護部ウェブサイトから閲覧可能である。API と AQI では、算出のために定められた汚染物
質項目が異なり、API（PM10、SO2、NO2、CO、O3）に、新たに PM2.5が追加されている29。 
 AQI と各物質濃度の関係を図表 2-9 に示す。各汚染物質の IAQI のうち、最も高い数値がそ
の時間の AQI となり、AQI が 50 より大きい場合の対応汚染物質が「主要汚染物質」として公
表される。したがって、AQI は PM2.5以外の汚染物質も含めた総合的汚染指数であることを意
味する。北京など国内各都市では、毎時ほぼリアルタイムの AQI が閲覧でき、現地では、ス
                           
29 より正確には、2013 年 1 月の API から PM2.5が追加されている。 
40 
マートフォンを片手に「今日は AQI 高い」といった、会話が日常的に行われている。 
 AQI や API は、0～500 のレンジで示される。AQI を考案した米国は、その時々の AQI につ
いて図表 2-10 のように 6 色に分類して、汚染度合いの「見える化」を図っている。中国で
は閾値が若干米国より緩いものの、同様の算出式を採用し、階級ごとに健康影響を評価する。
なお、中国の PM2.5の環境基準は 75 ㎍/m3であり、黄色部分までの AQI が健康影響としては「許
容」ということになる。 
 








 図表 2-11 は、環境保護部ウェブサイトの公開画面である。公表 AQI には、日毎の「全国
都市空気質量日報」と時間毎の「全国都市空気質量小時報」とがあり、図示しているのは前
者である。このように、全国 367 都市ごとの AQI がリアルタイムで掲示されている。2014 年







24h 1h 24h 1h 24h 24h 1h 1h 8h 24h
白 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
緑 50 50 150 40 100 50 2 5 160 100 35
黄 100 150 500 80 200 150 4 10 200 160 75
橙 150 475 650 180 700 250 14 35 300 215 115
赤 200 800 800 280 1,200 350 24 60 400 265 150
紫 300 1,600 ― 565 2,340 420 36 90 800 800 250
茶 400 2,100 ― 750 3,090 500 48 120 1,000 ― 350
茶 500 2,620 ― 940 3,840 600 60 150 1,200 ― 500












緑 0～50 0～35 0～15 優/Good  汚染なし
黄 51～100 35～75 15～35 良/Moderate  特に敏感な人に対し軽い影響




赤 151～200 115～150 65～150 中度汚染/Unhealthy
 敏感な人はさらに症状が悪化。健康な人も心臓や
 呼吸器へ影響の可能性
紫 201～300 150～250 150～250 重度汚染/Very Unhealthy
 心臓病・肺疾患患者は症状が顕著に悪化、抵抗力が
 低下。健康な人にもすべて症状が出る




































 本節は、最終的に API 及び AQI を用いた大気汚染要因分析をゴールに設定している。API
や AQI の高低を説明するための社会経済データや、環境政策の実効性を表す各種データが必
要になる。そこで、図表 2-13 には分析データの入手可能性を年度、データごとに整理した。 
 2012～2013年に公表されていた指数はAPIである。APIがAQIに移行した初年度である2014
年の公表対象は 161 都市であったが、2015 年には 367 都市にまで拡大し、相当の普及、公表
が進んでいることがわかる。他方、最新の 2015 年度は、社会経済や環境政策データを表す『中
国城市統計年鑑』や『中国環境年鑑』が執筆時点で未刊行である。このため、本節では分析
データを網羅的にカバーできる 2012 年度の API と 2014 年度の AQI を分析対象とする。図表 
2-13 を参照すると、環境政策に関する指標が得られるのは最大でも重点 113 都市分であるこ
とから、サンプル数は 113 となる。 
                           
30 例えば、読売新聞 2013 年 2 月 2日。 
31 主要汚染物が PM2.5の AQI に限れば、濃度への換算も不可能ではない。しかし 2014 年 8,760 の AQI 中、PM2.5が
主要汚染物質となっている AQI は 3,990 であり、サンプルが半減する。よって濃度換算は今後の課題として本
研究では扱わない。 



































 PM2.5の発生要因には、諸説ある。第 1 章第 2 節 1.3（11 ページ）の図表 1-4 で述べたよう
に、北京市環境保護局（2013）は、同市における PM2.5の発生源として、市外からの越境流入
（25％）、自動車（22％）、石炭燃焼（17％）、工業（16％）、建設工事現場（16％）等を挙げ





ܫܰܦܧܺ௥ ൌ ߙ଴ ൅ ߙଵܩܴ ௥ܲ ൅ ߙଶܣܷܱܶܯܱܤܫܮܧ௥ ൅ ߙଷܦܷܵ ௥ܶ ൅ ߙସܱܲܮܫܥ ௥ܻ 
൅ߙହܥܱܣܮ௥ ൅ ߙ଺ܥܴܱܵܵܤܱܴܦܧܴ௥ ൅ ߝ௥ …(1) 
 
 ただし、 
ܫܰܦܧܺ௥： 目 的 変 数：r市の API または AQI の平均値 
ܩܴ ௥ܲ: 経済発展要因：r市の 1 人当たり GRP（万元/万人） 
ܣܷܱܶܯܱܤܫܮܧ௥: 車排ガス要因：r市の市街地面積当たりバス及びタクシー台数（台/km2） 
ܦܷܵ ௥ܶ: 工業生産要因：r市の市街地面積当たり工業ばいじん排出量（トン/km2） 
ܱܲܮܫܥ ௥ܻ: 環境対策要因：r市の工業生産高当たり排気処理施設運転コスト（万元/億元） 
ܥܱܣܮ௥: 民生暖房要因：r市の 1 人当たり生活石炭燃焼量（万トン/万人） 
























































 従来の中国環境問題をめぐる先行研究は、環境質データとして SO2やばいじん、COD などの
年間排出量などを用い、これらと社会経済指標や環境政策変数との関係を分析したものが多
い（例えば、金子ほか 2006、Wang and Wheeler 2003、松本ほか 2002）。一方、本節では日
毎の API 及び AQI が得られているため、季節毎に区切ったり、平日と休日の要素を考慮に加
えたり、より厚みを伴った分析が可能となるメリットを最大限活用する。 
 
5.2.1 API および AQI の季節変動 
 図表 2-14 は、左側は 2012 年の API、右側は 2014 年の AQI、それぞれを縦軸に 365 日、横
軸に 113 都市を北方・南方毎に区切った碁盤目に実データを記し（表中に値は非表示）、都市
毎に上位 10％を黒に着色したものである。図表 2-14 が示唆するところは、第 1 に季節変動
が大きいこと、第 2 に夏季には全国的に API が低いが、北方の冬季（特に 1～2、11～12 月）
ではAPIもAQIも相対的に高い都市が支配的であること（暖房需要によるものと推察される）、
第 3 に、北方の 4 月末に特に API が高まる都市が散見されること（黄砂現象の影響と推察さ




図表 2-14 API 及び AQI の 365 日×113 都市別の分布 
API（2012 年） AQI（2014 年） 
  
（注）365日×113都市の碁盤目に記したAPI及びAQIの都市毎の上位10％を黒に着色したもの。なお、





























5.2.2 API および AQI の平日・休日変動 
 工業生産活動や交通機関の稼働状況などから、平日と休日の API には有意な差異があるも
のと推定され、これらを合算したデータでは適切な分析ができないものと考えられる。ここ
では、中国の春節に着目してみる。春節は PM2.5汚染が著しい冬季におとずれる中国最大の連
休期間として工場の操業休止や人口大移動（帰省ラッシュ）が起こるため、API や AQI は、
大きく低下する可能性がある。これを表したのが図表 2-15 であり、春節前後の 113 都市に
おける API および AQI の平均値を比較している。 
 春節前後の API を表す左の散布図では、API が 90 を超えるような都市は春節期間の API が
抑制され、API の分布が右下へシフトしていることがわかる。右の AQI の方も同様である。 
 





 以上の検討結果から、目的変数は季節を限定し、かつ平日・休日を限定した API および AQI
の平均値などを用いるべきである。具体的には図表 2-16 に示す目的変数を、API（2012 年）、
AQI（2014 年）それぞれに設定し、合計 6 パターンの分析を試みる。API、AQI いずれもサン
プル数 113 都市の平均値をとる。対象期間は、通年と冬季（1～2 月及び 11～12 月）であり、
更に冬季は法定出勤日を含む平日と、土日祝祭日などの休日の平均値と細分化している32。 
 
                           
32 中国においては、毎年 12 月に翌年の祝祭日スケジュールが国務院より発表される。2014 年を例にとれば、国務





































































9 月）」では 2017 年までに PM2.5濃度を京津冀（北京、天津、河北）で 25％、長江デルタで 20％、




図表 2-17 説明変数の定義 
 




                           
33 説明変数としては、汚染度の著しい北方へのダミー変数なども分析過程で検討したが、有意な結果は得られな
かった。 
目的変数 処理方法 対象期間（及び特徴） 対象日
 INDEX 1  2012年通年 ―
 INDEX 2  平日（含：法定出勤日）
 INDEX 3  休日（土日祝祭日）
 INDEX 4  2014年通年 ―
 INDEX 5  平日（含：法定出勤日）
 INDEX 6  休日（土日祝祭日）
 APIの平均値
 (n = 113）  2012年1～2、11～12月の冬季
 （全国的に暖房需要が高い）
 AQIの平均値
 (n = 113）  2014年1～2、11～12月の冬季
 （全国的に暖房需要が高い）







































「平年値」を公開しているので34、これらと AQI の関係を補助的に分析した。 





しては 49 都市分を抽出することができた。いずれも 12 カ月分のパネルデータとして整理で
きるため、気温が 684、降水量は 588 と統計的説明には十分なサンプル数が得られる。AQI の
方は、2014 年の毎日の値が得られているため、気象データと同様に年ごとの月平均値を算出
する。 













y = -1.5093x + 114.05
R² = 0.2241



































 重回帰結果を図表 2-19 に一覧する。各モデルの自由度修正済み決定係数は多くのモデル


























R2 0.57 0.62 0.63 0.70 0.67 0.67
Adj-R2 0.55 0.60 0.61 0.69 0.65 0.65
Intercept 13.52 *** 14.14 ** 15.46 *** 19.34 *** 35.06 *** 33.61 ***
(2.74) (2.61) (3.11) (3.17) (4.47) (3.74)
GRP r 0.00 * 0.00 ** 0.00 * 0.00 *** 0.00 *** 0.00 ***
(-1.69) (-2.53) (-1.85) (-2.66) (-3.22) (-2.84)
AUTOMOBILE r 0.47 *** 0.78 *** 0.74 *** 0.81 ** 1.28 *** 1.22 **
(3.01) (3.92) (3.27) (2.62) (2.81) (2.39)
DUST r -0.02 -0.03 ** -0.03 ** -68.17 -97.35 14.59
(-1.62) (-2.22) (-2.06) (-0.42) (-0.41) (0.05)
POLICY r 0.04 0.06 * 0.09 ** 0.01 0.01 -0.01
(1.37) (1.82) (2.36) (0.47) (0.32) (-0.12)
COAL r 9.97 ** 12.65 ** 8.65 -0.41 0.32 -0.06
(2.35) (2.30) (1.37) (-0.09) (0.05) (-0.01)
CROSSBORDER r 0.67 *** 0.67 *** 0.63 *** 0.71 *** 0.61 *** 0.64 ***
(10.61) (10.93) (11.70) (13.38) (11.81) (11.91)
2014年 AQI2012年 API

















Yun 1997、Florig et al. 1995、Sinkule and Ortolano 1995）。 

























 第 3 節では、現行の排汚費制度について、先行研究で用いられた分析モデルや限られたデ
ータを用いて補足的な追試を試み、現行制度の政策効果をマクロ的に評価する。 
 
図表 3-1 中国の環境専門家による主要な工業汚染の政策手段の評価結果一覧 
 











対象は、水質汚濁物質・大気汚染物質・固形廃棄物・騒音・放射性廃棄物の 5 項目、115 種
類に及んでいる。 
 旧・排汚費制度の変遷過程は、3 段階に分けられる（陸 1996、国家環境保護総局 2003）。




















































































































経済有効性 公平性 管理コスト 受諾性 総体評価
51 
出（濃度）基準を超過して汚染物を排出した場合、濃度と量に応じて排汚費を徴収する」こ
とを規定した。これが最初の根拠法である。以後 1980 年 6 月までに全国 67 都市においてこ
の「基準超過排汚費」が試行された。 





























 なお、実際の徴収実務は、上記条例に照らして同じく 2003 年 7 月に施行された「排汚費徴
収標準管理弁法」に排汚費の算出式などが詳述されており、汚染排出量を「当量」に換算し、
当量に対して決められた単価がリストアップされている。汚水に関していえば、排出量の多
い 3 種類の汚染物質に対して 0.7 元が課徴されることと規定され、各水質汚濁物質は、第 1
類（水銀、クロムなど 10 種類）、第 2類（浮遊物質（SS）、生物化学的酸素要求量（BOD）、化





しかし、図表 3-2 に示すとおり、2003 年 7 月施行の現行「排汚費徴収使用管理条例」以後は、
連続的なデータが十分に収集できない状況となっている。汚水部門からの徴収分など、問題
によりフォーカスしてのアプローチはより困難である。そこで、表に示す通り、旧制度を 2
節で、現行制度を 3 節でそれぞれ異なるアプローチによる政策効果分析を試みる。 
 









 図表 3-3 に、汚水部門における排汚費（超過排汚費および汚水排汚費）の徴収額、および
課徴率の変遷をあわせて示す。現行の排汚費についても、図表 3-2 で述べた収集可能な範囲
（2007～2010 年の 4 ヵ年）を接続している。ただし、その前後の多くの年度が公開されてお
らず、図中欠損していることには注意を要する。 
 旧制度に基づく、基準超過排汚費および汚水排汚費の徴収額は、1984 年実績でそれぞれ
5.04 億元（対同年 GDP 比 0.069％）、0.01 億元であったのに対し、2002 年は 17.95 億元（同
0.017％）、2.79 億元となっている。汚水部門における排汚費全体に占める汚水排汚費のシェ




 2005年版 03～04年分 03～04年分 731
 2006年版 04～05年分 04～05年分 719
 2007年版 05～06年分 05～06年分 711
 2008年版 07年分 07年分 07年分 07年分 772～773
 2009年版 08年分 08年分 08年分 08年分 647～648
 2010年版 09年分 09年分 09年分 09年分 240～241（注③）
 2011年版 10年分 10年分 10年分 10年分 687～688
 2012年版 11年分 11年分 787
 2013年版 12年分 12年分 725
 2014年版 13年分 13年分 788
























アは、1990 年の 5.4％から 2002 年には 13.5％と近年増加傾向にあるものの、過去 20 年間を
累積徴収額では 1 割程度（10.8％）に過ぎず、基準超過排汚費の割合がはるかに大きい。そ
の要因はいくつか考えられるが、第 1 に、基準超過排汚費の課徴率が汚水排汚費のそれより
も重いこと（図表 3-3 の COD に対する排汚費課徴率の算定例を参照）、第 2 に、排出基準を
超過した場合には基準超過排汚費だけを支払い、汚水排汚費は支払わないで済むこと（Florig 
et al. 1995、楊・王 1998）などが挙げられる。 
 現行制度に基づく排汚費は、制度が開始された 2007 年に急増して 34.8 億元に達した。こ
れは制度がより重い課徴額に改訂された影響によるものと考えられるが、その後は減少し、






図表 3-3 排汚費徴収額の推移及び COD を例とした排汚費課徴率の変遷 
 
（注）図中の基準超過濃度倍数とは、排出基準超過濃度の pH 値に応じた排汚費の単価であり、COD に
関しては 0.04 元から 0.3 元を設定（例：pH 値≦5 ならば 0.04 から 0.06 元、pH 値≧50 ならば 0.2
































COD濃度-COD排出基準 ×汚水排出量= P 
COD排出基準
P≦20,000: P×0.18 = 排汚費額（元）






































量（図中 A）の内訳は、排出基準に対する「達成量（図中 B）」と「超過量（図中 C）」とに大
別され、A や C それぞれの省別データが得られる。旧来の排汚費が課徴される対象は C の部
分である。ここから取り上げる「排出基準超過率」は C/A の比率を指し、汚染の水準を表す。 















 さて、この汚水排出主体が支払った排汚費の金額が t1 の水準だった場合、排汚費課徴によ
るインセンティブとしての寄与は e1の水準であり、同様に、t2であれば e2の水準に留まる。
当該汚水排出主体 r の排出基準超過率の実績値が p の水準だった場合、有効排汚費徴収率の
要求水準が t1 の場合は汚水削減インセンティブとしての作用が認められず、t2 の場合はイン
センティブが認められると評価できる。 
 



























e  : 達成可能超過率（％）
（MACから導出される潜在的に達成可能な
　汚水の排出超過率超過率水準）
p r : r地域における排出基準超過率の実績値（％）
t 2
t 1




















 分析対象は、上述の通り中国の各 29 地域（省・直轄市・自治区）の汚水処理施設の合計値
であり、これらについて、1992 年～2000 年（9 年間×29 地域）のパネルデータを収集してい
る。あらかじめ、データの定義や出所などの詳細事項を図表 3-6 に整理する。 
 本研究が提示する 29 地域における汚水の限界削減費用推計モデルでは、処理施設の運転コ
ストを汚水処理量、処理後の水質、施設規模によって説明することを試みる。 
 
図表 3-6 分析データと定義、留意点 
 
（注）①分析データの出所は、『中国環境年鑑』の 1993 年版から 2001 年版である。②1997 年に直轄市
となった重慶市のデータは一律に四川省に加算し、連続的なデータが得られないチベット自治区
は全ての分析から除外した。③中国環境年鑑編集委員会（2000）によれば、1998 年以降（本節の





 第 1 の説明変数項では、汚水の処理技術や固定設備への投資水準等を固定した際に、処理
量の大小のみに応じて変化する処理場の人件費、燃料・薬剤費などの短期的な流動費用が説
明される。 
























































 はじめに関数の形状について対数線型（Cobb-Douglas 型）を想定し、費用関数を推計する。 
 
ln ܸܥ௥ ൌ ߙ଴ ൅ ߙଵ ln ܴܶܧܣ ௥ܶ ൅ ߙଶ lnܧܺܥܧܧܦ௥ ൅ ߙଷ ln ܥܣܲܣܥܫܶ ௥ܻ ൅ ߝ௥ …(1) 
 
 ただし、 ܸ ܥ௥： r 地域における汚水処理施設の運転コスト(万元) 
 ܴܶܧܣ ௥ܶ： r 地域における汚水処理量（万トン） 
 ܧܺܥܧܧܦ௥:  r 地域における排出基準超過率（％） 
 ܥܣܲܣܥܫܶ ௥ܻ: r 地域における汚水処理能力（万トン/件） 
 ߝ௥: 誤差項 
 
 次に、本データはパネルであるので、個別効果を考慮するため、固定効果モデル（Fixed 
Effect Model）および変量効果モデル（Random Effect Model）を適用し、各パラメータの推
定結果を合わせて比較する（図表 3-7）。 
 結果としては、単純 OLS と固定効果モデルの比較では F 値検定によって後者が、固定効果




























 推計した汚水処理施設運転費用関数を排出基準超過率について 1 階偏微分をとり、絶対値
で評価したものを、ここでは QAMAC（Quality-Adjusted Marginal Abatement Cost）と称す。 
 













ln(TREAT ) 1.257 ** 1.196 **
(9.395) -16.365
ln(EXCEED ) -0.120 -0.158 *
(-1.429) (-2.095)

















 2000 年実績を用いて表される QAMAC 曲線を 29 地域個別に導出し、図表 3-8 に示す。縦軸
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(万元) 汚水の限界削減費用曲線 [垂直] 汚水の排出基準超過率 [水平] 有効排汚費徴収率
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 図表 3-9 の③には 2000 年の排出基準超過率実績を図示しているが、これを見ると沿岸部

































































































① 地名一覧 ② 工業汚水処理量（2000年）











































log ܥܱܦܫ௥ ൌ ߙ଴ ൅෍ߙଵ௞
ே
௝ୀଵ
ݏ௞ೝ ൅ ߙ௅ܮܣܴܩܧ௥ ൅ ߙீܵܶܣܶܧ௥ ൅ ߙ௣ log ܲܮ ௥ܹ ൅ ߝ௥ 
 ただし、 ܥܱܦܫ௥： r 地域における COD 排出強度（工業総産値当たりの COD 排出量） 
 ݏ௞ೝ： r 地域における k産業部門のシェア 
 ܮܣܴܩܧ௥: r 地域における大企業のシェア 
 ܵܶܣܶܧ௥: r 地域における国有企業のシェア 
 ܲܮ ௥ܹ: r 地域における有効排汚収費率（汚水排出量当たりの排汚費徴収額） 















また、分析対象期間は 2007～2010 年の 4年間である。繰り返すが、現行の排汚費制度の施行





log ܲܫ௥ ൌߙ଴ ൅ ߙଵܵܧܥܱܰܦ௥ ൅ ߙଶܶܧܴܶܫ௥ ൅ ߙଷܮܣܴܩܧ௥ ൅ ߙସܵܶܣܶܧ௥ ൅ ߙହܧܲܮ௥ 
 
 ただし、 ܲ ܫ௥： r 地域における COD 排出強度（工業総産値当たりの COD 排出量） 
 または、汚水排出強度（工業総産値当たりの汚水排出総量） 
 ܵܧܥܱܰܦ௥: r 地域における第 2 次産業のシェア 
 ܶܧܴܶܫ௥: r 地域における第 3 次産業のシェア 
 ܮܣܴܩܧ௥: r 地域における大中型企業のシェア 
 ܵܶܣܶܧ௥: r 地域における国有企業のシェア 
 ܧܲܮ௥: r 地域における有効排汚収費率 
（COD 排出量、または汚水排出総量当たりの汚水部門の排汚費徴収額） 
 ߝ௥: 誤差項 
 









 また、EPL 以外の説明変数には、Wang らや松本らが用いている産業部門ごとの生産額シェ
ア39が、本節が対象とする 4 年間に亘って得られなかったため、（GRP に占める）2 次産業率、
3 次産業率、また（工業総産値に占める）大中型企業率、国有企業率を用いている40。 
 
                           
39 Wang らは、式(1)の通り、「有効排汚費率」説明変数に各産業セクターのシェア（例：工業総産値の総額に占め
る、繊維、製紙、繊維、化学など 14 種類の工業総産値シェア）に国有企業率、大企業率を加え、松本らは、デー










計年報 2009 年版』である。 
（出所）筆者作成。 
 






















記号 単位 収集元  目的変数
A 万元 　 PI r B/GまたはC/G
B トン  説明変数
C 万トン 　 SECOND r E/D
D 　 TERTI r F/D
E  第2次産業額 　 LARGE r H/G
F  第3次産業額 　 STATE r I/G













































































図表 3-12 汚水部門における排汚費徴収額の経年変化 
 
（注）折れ線は、分析対象期間である 2007～2010 年（4時点）の経年変化を表している。 












 また、汚水排出総量について、自由度修正済み決定係数の値は 0.46 で、モデルの説明力に
留意を要するものの、COD と同様に有効排汚収費率（EPL）の係数は負の値を示し 5％水準で
有意、二次産業率、三次産業率については、有意な正の相関があることがわかった。 




















































SECOND -10.426 ** -9.518 **
(-4.314) (-3.776)




STATE 2.913 ** 1.998 *
(3.099) (2.051)









 急速な自動車の普及に伴う使用済み自動車（End of Life Vehicles: 以下、ELV と略す）
を取り巻くビジネスが中国内外で注目を集めている。自動車保有台数の増加が始まったのは
2000 年頃であり、本稿執筆時点の 2016 年頃から ELV として大量に発生し始めることが予想
される。そのため、日本の自動車リサイクル産業の発展の経験が先行事例として参考にされ、
これをもとにした中国の自動車リサイクル業界に向けた政策提言や将来展望を論じる比較研
究も盛んに行われている（例えば、王ほか 2007、Zhao and Chen 2011、Che et al. 2011）。 
 中国の自動車リサイクル産業をとりまく現状と課題をより正確に考察するためには、政策

















                           





95％に対し、2013 年は 91％を達成）や、処理台数の向上（日本の大手解体業者の水準に相当する 1 日当たり 50
台あるいは 1 月当たり 1,000 台）を実現したほか、部品リサイクルに関する付加価値測定、環境負荷低減効果の
測定などの実証実験を進めている。さらに報道によれば、豊田通商は中国で自動車リサイクル事業の本格展開に
乗り出し、「100 億円程度を投じ、現在 1 カ所の解体工場を今後 3～5 年で 20 カ所に増やす計画で、主要地域に拠
点を整備し、鉄スクラップの販売などで年 300 億円程度の売上高を目指」している（「日本経済新聞」2014 年 10
月 11 日朝刊）。本件は、豊田通商（http://www.toyota-tsusho.com/press/detail/140205_002591.html、2014 年
2 月 5 日）、および NEDO（http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100142.html、2012 年 8 月 31 日）の各プレス
リリースからも参照可能である。 
71 
の 1960 年代から 70 年代に相当するといえる。 














 中国では ELV の違法流通や中古部品の不適切な再利用に伴う事故が急増し、政府も ELV 回
収・管理の厳格化を進めている。これまでに実施された主な ELV リサイクルの関連法規や基




環境保護を定め、第 2 条で対象を自動車及び二輪車等とし、第 3条で国家経済貿易委員会（現・
商務部）を管理監督機構としている。 
 第 6～11 条は企業設立要件と認可や廃車証などの運用面を規定し、これに基づいて「自動
車廃車証」が発行される。そして、企業が ELV を買い上げたときに「ELV 回収証明書」が発
行される。所有者は、この証明書を示すことで抹消登録の手続きを行うことができる。 
 第 12～16 条は ELV 回収・解体企業の管理体制を規定している。解体後の「5 大部品（5 大
総成、5 大アッセンブリーなどとも称され、エンジン、ステアリング、ギヤ、車軸、フレー
ムを指す）」のリビルド部品としての再使用は、安全面への配慮などから禁止され、鉄スクラ
ップとしてリサイクルしなければならない。ただし、5 大部品以外の部品は ELV からの回収
部品であることを明示すれば、販売可能である。 





                           





 第 1 は、リビルド部品（中古部品）の再使用許可である44。 
 第 2 は、ELV の回収・解体に関わる責任の明確化である。「自動車強制廃車標準規定」によ
り、ELV の登録抹消手続きをしなければ元の所有者は新車の新規登録ができなくなったが、
これに加えて、インフォーマルセクターへの流出などの違法行為に対する罰則が強化される。 
 第 3 は、循環経済発展への貢献である。ELV の回収・解体に際し、設計・構造などの履歴
の添付が義務化されることで、ELV リサイクル業界の健全化が進められる。 







 また、「廃棄自動車回収企業総量規制方案（2003 年 7 月）」は、ELV 回収・解体を合理的に
進めることを目的に企業数を地域ごとに抑制することを定め、「原則として地級市は 1社、直
轄市は 2～4 社、計画単列市及び省都所在市では 1～2 社」に限定し、全国で 500 社程度にラ
イセンスを認可するとしている。 
  
                           
43 中国大手検索サイト百度（http://www.baidu.com/）にて検索すると、例えば、「《報廃機動車回収拆解管理条例》
有望出台（http://www.chemdrug.com/article/7/1612/8055615.html、『中国資源綜合利用』2013 年第 3 期掲載記
事の電子版）」や、「《報廃機動車回収拆解管理条例》年内出台（http://auto.xinmin.cn/gd/2014/07/13/24778366 











 日本では、2001 年に循環型社会形成推進基本法が制定され、容器包装（2000 年）、家電（2001
年）、食品リサイクル（2001 年）、建設資材（2002 年）、小型家電（2013 年）といった個別分
野のリサイクル法も同時進行で整備されてきた。自動車については自動車リサイクル法（使








1990年  旧式自動車の廃棄強化とさらなる業務に関して  国務院
1991年  廃棄自動車回収実施弁法  国家旧式自動車改造指導小組弁公室・物資部
1995年  廃棄自動車回収管理弁法  国家旧式自動車改造指導小組弁公室・国内貿易部
1997年  廃棄自動車回収企業資格認定実施管理暫定弁法  国内貿易部
2001年  廃棄自動車回収管理弁法  国務院第307号令
2002年  旧型自動車廃棄更新補助資金管理暫定弁法  財政部・国家経済貿易委員会
 廃棄自動車回収企業総量規制方案  国家経済貿易委員会
 中国クリーン生産促進法  全人代
 自動車産業発展政策  国家発展改革委員会
 中国道路交通安全法  全人代
 中国固形廃棄物環境汚染防止法  全人代





2006年  自動車製品回収利用技術政策  国家発展改革委員会・科学技術部・
 　国家環境保護総局 第9号公告
 廃棄機動車解体環境保護技術規範  国家環境保護総局（HJ-348-2007）
 再生資源回収管理弁法  商務部・国家発展改革委員会・公安部・建設部・
 　工商行政管理局・環境保護部
 廃棄自動車回収解体企業技術規範  国家品質監督検査検疫総局（GB22128-2008）
 機動車登記規定  公安部
 自動車部品リビルド試行業務展開に関する通知  国家発展改革委員会
 旧型自動車交換実施弁法  商務部
 中国循環経済促進法  全人代
 自動車部品のリビルド試行業務に関する通知  工業信息化部
 廃棄自動車回收解体管理条例（意見聴取稿）  国務院
 リビルド産業の発展促進に関する意見  国家発展改革委員会




 リビルド試行地域業務の深化に関する通知  国家発展改革委員会






























 本研究で用いる日中の分析データを図表 4-3 に整理する。 








                           















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 4-4 中国の ELV 回収・解体産業におけるマクロ統計 
 





年鑑』2013 年、2011 年版）。しかし、解体総量に占める解体重量は 2013 年で自動車 316 万トンに





年度 単位 2008 2009 2010 2011 2012 2013
A  人口 万人 132,802 133,450 134,091 134,735 135,404 136,072
B  自動車保有台数 万台 6,467.2 7,619.3 9,086.0 10,578.0 12,089.0 13,740.0
C  生産台数 万台 934.5 1,379.1 1,826.5 1,841.9 1,927.2 2,211.7
D  市場供給台数 万台 910.9 1,369.5 1,830.9 1,869.4 1,942.3 2,223.1
E  純増台数 万台 741.3 1,181.0 1,521.2 1,554.5 1,576.8 1,737.1
F  企業数 社 497 516 511 522 576
G  従業員数 人 28,600 30,000 26,257 25,799 26,025
H  回収拠点 箇所 2,175 2,000 2,431 2,237 2,398
I  ELV回収台数 万台 36.0 41.0 56.6 60.0 82.7
J  廃二輪車回収台数 万台 27.0 44.4 57.6 54.7 60.9
K  登録抹消台数 万台 144.1 221.0 364.2 377.3 451.6 572.1
L  　実際回収台数 万台 88.9 70.8 147.9 118.6 110.0 135.0
M  　流出台数① 万台 19.2 65.0 107.1 117.7 176.6
N  　流出台数② 万台 36.0 85.2 109.3 141.0 165.0
O  純増/抹消バランス（K/E） ％ 19.4 18.7 23.9 24.3 28.6 32.9
P  回収率（L/B） ％ 1.4 0.9 1.6 1.1 0.9 1.0
Q  正規回収率（L/K） ％ 61.7 32.0 40.6 31.4 24.4 23.6
R  企業当たり回収台数（I/F） 台/社 825.2 1,108.0 1,150.2 1,436.1
S  従業員当たり回収台数（I/G） 台/人 14.3 21.6 23.3 31.8
T  企業当たり従業員数（G/F） 人/社 57.5 58.1 51.4 49.4 45.2
U  拠点当たり保有台数（B/H） 台/箇所 35,031 45,430 43,513 54,041 57,298
 再使用可能部品 万トン 7.7 33.1 26.0
 鉄スクラップ 万トン 73.4 255.6 100.5 250.4 191.0
 廃非鉄金属 万トン 8.2 21.4 7.4 16.5 14.9
 廃プラスチック 万トン 12.7 22.5 15.7 18.3 15.6
 廃ゴム 万トン 2.0 15.4 3.7 16.3 12.7
 廃ガラス 万トン 5.9 2.2 11.8 9.4
 廃油 万トン 3.4 0.4 5.7 4.7
 再生材料合計 万トン 324.1 137.6 352.1 274.4
 解体ロス 万トン 18.3 2.7 4.9 28.9
 その他 万トン 12.6 8.9 31.1 22.8
 総計 万トン 213.3 204.6 355.1 149.2 388.0 326.0
 再使用可能部品 億元 7.3 15.2 9.9
 鉄スクラップ 億元 66.5 32.0 77.6 42.0
 廃非鉄金属 億元 25.6 8.1 6.0 5.1
 廃プラスチック 億元 10.8 7.1 7.7 5.0
 廃ゴム 億元 2.3 0.6 2.0 1.5
 廃ガラス 億元 0.1 0.0 0.0 0.0
 廃油 億元 1.2 0.2 2.2 1.6
 再生材料合計 億元 64.0 73.3 106.4 55.4 110.2 65.1
 その他 億元 -0.1 -0.1 -0.4 -0.3




















































 図表 4-5 に、日中の自動車保有率（人口千人当たりの自動車保有台数）と ELV 発生率（人
口千人当たりの ELV 発生台数、中国の場合は回収台数）の経年変化を示す。 
 中国の保有率はここ 10 年の急増が著しく、2014 年には 100 台/千人を突破した。一方、ELV
回収台数は近年 1 台/千人の水準に到達したところである。2013 年の登録抹消台数は 572 万
台であり（前出の図表 4-4 参照）、人口あたりに換算するとおよそ 4.2 台/千人となる。以上
2 つの数値から平均寿命を概算すると約 25 年となるが、保有台数そのものが大幅に増加しつ
つある状況と普及から廃車までのタイムラグを勘案すると、実際の使用年数はより短いもの
と推定される46。 
 日本の自動車保有率は 2000 年代以降、600 台/千人とほぼ一定である。ELV 発生台数も保有
率と同様の傾向を示し、90 年代以降、概ね 40 台/千人前後を推移している。自動車の平均寿
命はおよそ 15 年と推定される47。 





図表 4-5 日中の千人当たりの自動車保有率と ELV 発生（回収）率の長期トレンド 
 





                           
46 中国物資再生協会によれば、普通乗用車の寿命を 10～15 年（タクシーは 5～8年）と想定している。 
47 産業構造審議会・中央環境審議会合同会議（2015）がとりまとめ中の報告書案によれば、自動車の平均使用年















































































































































 第 1 に、ELV 回収・解体企業数（図表 4-4 中の F行）は直近の 2013 年で 576 社であり、2009
年（497 社）から 1 割程度しか増えていない。「廃棄自動車回収企業総量規制方案」により新
たな回収・解体ライセンス発行が制限されていることによるものと考えられる48。 
 第 2 に、自動車の純増台数に比し、登録抹消台数がやや増加傾向にある（図表 4-4 中の O
行）。保有台数急増の裏側で登録減少が起きていることを意味し、「黄標車」と呼ばれる環境
不適合車を市場から退出させようとする環境政策の効果であるとも考えられる。その受け皿
となるべき ELV 回収・解体企業の実態がどれだけ追いついているか精査する必要がある。 
 第 3 に、従来から指摘されている（例えば、吉田 2008、Zhao and Chen 2011）、回収率の
低さである（図表 4-4 中の P 行）。ここでいう回収率とは龍会長が用いている保有台数あた
り回収台数を指すものである（より正確には廃棄率とした方が適切かもしれない）。保有台数
がまったく変化なく ELV が確実に回収され、平均自動車寿命が 10 年であるならば回収率は
10％になる。中国物資再生協会は先進国の実際回収率を 5～7％と試算しているが（龍 




 第 4 に、自動車保有台数の急増と比例して登録抹消台数（図表 4-4 中の K 行）も増加はし
ているものの、実際に回収されている ELV（図表 4-4 中の L 行）は必ずしも右肩上がりでは
ない。廃車の回収・解体ライセンスを保有しない企業やインフォーマルセクターへの ELV 流
出などが考えられる。この傾向は正規回収率（図表 4-4 中の Q行）にも表れている。この問
題は次節で取り上げる。 
 第5に、企業1社当たりまたは従業員1人あたりのELV回収台数は増加傾向にある（図表 4-4
中の R 行、S 行）。2013 年を例にとれば、1 社当たり 1,436 台、従業員 1 人あたり 31.8 台を
回収していることになり、いずれも効率性は向上しつつある。企業あたり従業員数（図表 4-4
中の T行）が減少傾向であることもそれを裏付けている。 




                           
48 中国では廃家電業界でも同様の規制がなされている。 
49 ちなみに日本の経験では処理が困難とされていた ASR のリサイクル進展により、ELV 全体のリサイクル率は、自















析している。第 1 に、ELV 回収・解体業者が 1 都市について 1 社のみに制限されていること






 筆者が訪問した ELV 解体・回収や設備製造を行う天奇自動化工程股份有限公司（江蘇省無
錫市）によれば、ELV のフォーマル：インフォーマル流通比率は概ね「1：3」と試算してお
り、正規回収率向上のためには、規制強化や回収補助金など政策要因がインセンティブにな









3.3.2.2 ELV の回収・解体の非効率性 
 ELV 回収率の範囲は 0.9％～1.6％にとどまっており（図表 4-4 中の P行）、龍（2014b）の
いう先進諸国の水準である 5～7％に及ばない。インフォーマルセクターへの ELV 流出が深刻
であり、多くが辺境地域に転売され、正規の回収・解体企業の発展阻害要因となっている。





























図表 4-6 解体台数ベースでは中国トップクラス企業の ELV 解体現場（一例） 
  
82 
（図表 4-6 続き） 
  
（出所）2015 年 3 月、筆者撮影。 
 
3.3.2.5 税制上の阻害要因 
























51 商業統計は 1960～70 年代は隔年で実施されていた。その後、3年に 1 回（70 年代後半～90 年代後半）、5年に 1
回（90 年代後半～2000 年代前半）と徐々に間隔があき、直近の 2014 年は（2007 年以来）8 年ぶりに実施された




調査）、23.5％（2004 年度）、26.5％（2008 年度）、25.0％（2015 年度）と概ね 4 分の 1 程度を推移している。な
お、その他の発生源は、電気機械（17.4％）、容器（11.8％）、家庭用事務機器（9.4％）、造船（9.3％）、産業機
械（6.8％）、建設（4.1％）などである（いずれも 2014 年度調査結果より）。 
83 
3.4.4 日本の「鉄スクラップ卸売業」の概況 
 日本の鉄スクラップ卸売業をとりまく各種指標をまとめて図表 4-7 に示す。 
 1 事業所あたりの従業者は、2000 年までの 4～5人から近年の 7 人近くへ増加傾向にあるも
のの、基本的には小規模・零細である。 
 従業者 1人あたりの販売額は、1966 年の 722 万円から増加し、1991 年には 2,984 万円に達
している。その後は横ばいで推移しているが、2007 年に 6,872 万円、2014 年には 7,518 万円
へと急増している。主に鉄スクラップ価格の高騰によるものと考えられる。鉄スクラップ価
格は年単位でみると 2001 年の 7,142 円/トンが最安値であったが、2008 年には 43,814 円/ト
ンに高騰し、直後のリーマンショックから急落している。 
 ELV 台数を鉄スクラップ卸売業の従業者数で割った値は、1970 年代は 100 台以下で推移し
ていたが、その後右肩上がりに上昇し、2002 年に 295 台でピークとなった。ELV 処理（また



























































































































































































 以上を踏まえて日中の産業現況を整理すると以下の 3点を指摘することができる。 
 第 1 に、企業数は中国の ELV 回収・解体企業の 500 社に対して日本の鉄スクラップ卸売業
は近年約 3,000 事業所（中国の回収拠点数でも 2013 年は 2,400 箇所）である。龍（2014a:295）
によれば、中国の ELV 回収台数トップ 50 の企業数は全体の 8.68％に過ぎないが、この 50 社
だけで全国 ELV 回収台数の 51.1％を回収している。１事業所（中国では回収拠点）あたりの
自動車保有台数を比較しても、中国が 57,000 台（2013 年）であるのに対し、日本は 28,000
台（2014 年）であり、自動車の普及（保有）状況を考慮しても、中国の方がより集約的であ
る可能性がある。 





 第 3 に、従業員当たりの ELV 回収台数（日本は発生台数）は、中国は 31.8 台/人（2013 年）、
日本は 259 台/人（2014 年）である。比較に用いた日本の鉄スクラップ卸売業には、自動車
解体業以外の従業員も含まれるため、ここに示した「見かけの比率台数」以上に、1 人当た
りの解体処理台数は多くなるはずである。さらに、日中の車重（鉄使用量）に大差がないこ













である。龍（2014b）は、「中国の ELV 回収・解体企業の経営利潤の 90％は鉄スクラップ材料
の販売」と説明しており、生産高の構成比として図表 4-8 を紹介している。生産高に占める
                           
53 日本の ELV リサイクル産業の労働生産性が必ずしも高いとはいえないことには留意する必要がある。日本 ELV
リサイクル機構によると、日本の同産業従業員数 10 人以下が 73％、処理台数 100 台以下が 56％という実態が、























 図表 4-9 に、日中それぞれの異形棒鋼と鉄スクラップの価格推移を示す。 
 中国は鉄スクラップ価格を古い過去にまで遡及して公開してはいないため、ここでは 2010
年以降の約 5 年間の月次データを示す。異形棒鋼は 3,500～5,000 元/トン、鉄スクラップは
2,000～3,500 元/トンの価格帯を概ね右肩下がりに推移している。 
 一方、日本では 1954～2014 年の 60 年間の長期でデータが得られている。異形棒鋼の市況
は、99,396 円/トンを最高値（2008 年）、24,646 円/トン（1999 年）を最安値として推移して























図表 4-9 日中それぞれの異形棒鋼と鉄スクラップ価格の関係 
 
（注）可能な限り長期トレンドを示すため、中国は 2010 年以降の月次データ、日本は 1954 年以降の
年次データをそれぞれプロットしている。 
































































































































が異なるデータを用いている（詳細は図表 4-3 で説明している）。 

































































































































図表 4-11 分析フレーム：自動車リサイクル産業の収益レンジ 
 
（出所）筆者作成。 













































 中国のデータは、「製造業の賃金（図表 4-3 に示す⑦）」に、「従業員数（図表 4-4 に示す
G 行）」を乗じた「（各年次における）業界全体の賃金総額」を「解体生産高の再生材料合計
額（図表 4-4 の下から 3 段目）」で除すことで、それを「年間販売額に占める賃金（人件費）
の割合」として推計する56。なお、これらのデータが入手可能なのは 2010～2013 年の 4 カ年
のみである。 
 日本のデータも、各年「製造業の賃金（図表 4-3 に示す⑭）」と、「商業統計」が公表され





 以上の実データ及び分析結果を図表 4-12 に整理する。ここから販売額に占める賃金（人
件費）割合の推移をグラフ化したものが図表 4-13 である。ここから次の 2点が読み取れる。 
 第 1 に、中国の再生資源解体生産高に占める賃金割合の近年のトレンドはばらつき・変動
が大きいものの 10％前後であること。 
 第 2 に、日本の鉄スクラップ卸売業の年間販売額に占める賃金割合の長期トレンドは、1970
年代から 1980 年代にかけておおむね 10％前後をほぼ安定的に推移していること。 
 すなわち、分析対象期間では両国の賃金割合はほぼ同程度とみることができ、中国の 1 人
当たり賃金が日本の 6 分の 1 程度であることを踏まえると、同じ販売額を得るために、中国
の自動車リサイクル産業は、日本の 6倍の労働力を投入している可能性が示唆される。 
  
                           










図表 4-13 販売額に占める賃金（人件費）割合の推移 
 



























単位 元/人 人 億元 ％ 単位 千円 人 百万円 ％
2010 30,916 30,000 106.43 8.7 1966 376 27,187 196,337 5.2
2011 36,665 26,257 55.36 17.4 1968 502 25,096 167,420 7.5
2012 41,650 25,799 110.24 9.7 1970 692 28,215 281,013 6.9
2013 46,431 26,025 65.08 18.6 1972 894 23,383 210,025 10.0
1974 1,367 30,478 552,318 7.5
1976 1,693 34,661 567,183 10.3
1979 2,096 27,283 482,824 11.8
1982 2,485 33,744 763,516 11.0
1985 2,792 29,699 765,792 10.8
1988 3,011 24,817 568,073 13.2
1991 3,444 26,596 793,614 11.5
1994 3,642 21,935 541,598 14.8
1997 3,875 19,791 566,596 13.5
2002 4,380 17,674 442,224 17.5
2007 4,476 22,600 1,553,113 6.5





































































































地方指導者の説明責任の強化や認可制度の強化、法執行能力の強化などは第 13 次 5 か年計画






 大気質については、運輸部門における取組強化が勧告されていたが、第 13 次 5 カ年計画（第
43 章：資源の節約・集中利用－第 1 節：省エネルギーの全面的推進）にて「交通運輸分野な
ど省エネを全面的に推進」しているところである。また、こうした一連の大気改善努力の成








カ年計画（第 43 章：資源の節約・集中利用－第 5節：循環型経済の強力な発展）においても、
先進国の廃棄物アプローチに準じた政策実施の方向性にある。 
 以上の通り、中国の環境管理、環境政策は OECD の勧告に対しても着実に実施される方向性









































の汚水削減インセンティブを寄与している実態を可視化した（第 3章第 1節）。 
 制度変更後の排汚費については、中国の地域間格差に着目した研究の先駆けといえる Wang 
and Wheeler（1996）の分析モデルを踏襲し、最新データでの追試を試みた結果、支払うべき
排汚費を収めている地域では、汚染排出原単位が低減している実態を、「統計的に有意な負の
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 第 2 章第 1 節の初出は、澤津直也・藤倉良 (2015)「大気汚染指数からみた中国の大気汚染
の状況と評価のあり方に関する一考察」『公共政策志林』第 3号，pp. 155-161 であり、随所
データのアップデートなどの加筆修正を行った。381,050 行もの API データを政策提言につ
なげるためのデータ加工など、藤倉先生とのやりとりは、知的好奇心にあふれるものだった。 
 第 2 章第 2 節の初出は、澤津直也・松本礼史（2015）「中国の詳細な時系列データを用いた
大気汚染の原因分析の試み」『国際開発学会第 16 回春季大会講演論文集』，pp. 290-293 であ
る。膨大な AQI の傾向観察をする過程で、狙い通りの図表 2-15 を作図した瞬間の歓喜は忘
れられず、松本先生に感謝したい。実は 1 年後の統計書刊行を待てば、より精緻な分析が可
能なることが確実視される分析モデルである。今後積極的に論文化を図りたい。 






 第 3 章第 2 節の初出は、松本礼史・松岡俊二・澤津直也（2002）「地域間格差から見た中国・




 第 4 章の初出は、澤津直也・松本礼史・藤倉良（2016）「中国における自動車リサイクル産
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